
  

研修名 専門課程 用地指導 【集合】 （昭和62年度～平成4年度まで「用地演習」） 

 

目 的・ 

重点事項 

用地事務に関する高度な専門知識・技術の修得及び用地取得マネジメント能力の向上を図ることを目的

とする。 

 

以下の点を重点項目とする。 

① 用地事務監督者として必要な専門知識の修得及び用地取得マネジメント能力の向上 

② 用地取得補償・収用問題に係る実例を用いた課題研究や民法演習講義を通じた実践的アプローチに 

より論理的思考能力及び課題解決能力の向上 

 

 

 

 

 

 

対象者 

国土交通省、他府省、都道府県、政令指定都市、特別区、市町村、独立行政法人等又は団体の職員で、

用地事務に関する業務を担当し、次のいずれかに該当する者 

  ① 地方整備局等又は北海道開発局の課長補佐 

  ② 地方整備局等の事務所の課長及び北海道開発局の開発建設部の課長補佐 

  ③  用地官、建設専門官、用地対策官 

 ④ ①～③と同程度の職にある者 

  ⑤ 都道府県、政令指定都市、特別区、市町村、独立行政法人等又は団体の職員で、用地業務経験 

５年以上かつ年齢が概ね４０歳以上の者 

 

定員(人) 

国土交通省 他府省 地方公共団体 独立行政法人等 団体 計 

２６ １ ９ ２ ２ ４０ 

研修期間 
５０．０時間 

１０日間 

令和５年１２月 ６日（水）～ 

令和５年１２月１５日（金） 

 

 

カリキュラ

ム内容 

(予定時間) 

１．講義（１４．０） 

 ① 講話、憲法、不正防止対策等（４．５） 

 ② 用地取得マネジメント・情報公開、土地収用法、所有者不明土地問題、損失補償の法理等（９．５） 

２．課題研究等（３３．５） 

  民法演習（研修員事前提出課題に関する論点整理・解説）（１２．０） 

  補償・収用問題（研修員事前提出課題に関する班別討議、全体討議）（２１．５） 

３．その他（２．５） 

  入校式、修了式、オリエンテーション、ガイダンス 

計 ５０．０ 

 

前年度からの 

主な変更点 
・実施手法変更（ハイブリッド→集合） 

担  当 計画管理部 管理科  （TEL:０４２－３２１－６９４７） 

備  考  テキスト代（予定）１５，０００円 
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